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ある社会的選好関数の計測法について
藤　　本　　利　　躬
［1］序（1）
　社会は個人から成るが，この社会と個人との間の関係を次のような最も基
本的かつ本質的な問題形式において取り扱う理論を社会的選択度（theory　of
social　choice）ということは周知のことであろう。すなわち，社会構成メン
バーである各個人の利害ないし価値判断をどのように集計すれば社会的厚生
ないし選好（social　welfare　or　preference）とか社会的価値（social　value）と
呼ばれる社会全体のそれになるのか，という問題がこれである。
　そのルーツを尋ねると，「正邪の判断基準は最大多数の最大幸福にある」
とした2世紀前のベンサムの功利主義までは難なくたどり着くことができる
し，下って今世紀初頭にはこうしたベンサム型基準に基づくピグー（文献
［7］）の旧厚生経済学の体系に，そしてその18年後にはバーグソソ（文献
［2］）の社会的厚生関数に，各々，遭遇するはずである。
　しかし，今日流の，いわゆる「社会的選択論」のフォーマットの元祖と
なったのはバーグソンに遅れること13年のアP一（文献［1］）であり，これ
に関連してその後に生み出された研究は星の数ほどとはいわぬまでも，とに
（1）本稿の底意は，旧拙著（文献［6コ）の執筆に当り文献［3］の代わりにアクセスし易
　い文献［9コを用いたが，その際おかした推論ミスに起因する誤りを訂正することにあ
　る。
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かく枚挙に暇がないほどの蓄積があることは確かである。これらの系統的な
分類と類型間の比較論議は，例えばセン（文献［8］）の手際よい優れたサー
ベイに委ねることとし，ここでは30年以上も前に公表されたボガード
＆ヴァースリ＝一ス（文献［3］）一今後は簡単にBV関数と略記する一を取
り上げて（2），計算例は除き，そのロジックの検討だけを行うこととする。
　そうする理由は，アm一関数は，本来，存在否定型の消極的論理構成を
取っているのに対してBV関数は存立可能となるように極めてプラグマチッ
クに仕組まれているために積極的実践型アブn一チと見えること，その結
果，アロー関数を初めとして多くの研究の分析手法がいわゆる公理主義的で
あるのに対してBV関数は計量経済学的であること，以上である。
［2］政策策定委員会モデル　相互主義基準
　ここに想定する政策策定委員会はN人の委員から成り，各委員iは固有の
個人的選好関数w芝（x）を持ち，いわゆる単三型としてすでに計測ないし推
定済みであり（3＞，その1次変ge　a，＋biW、（x）も同じ働きをする関数とな
りうるようなものであるとする。ここに，xは国民の幸福を規定するn個の
目標変数から成るn次元列ベクトル，aiとbi（＞0）は定数である。
　ちなみに，これはwi（x）を基数的効用関数（cardinal　utility　function）
として構想していることを意味する（文献［5］p．42）。したがってBV関数
の戦略は，基数型効用に基づく点では旧厚生経済学に先祖帰りした観がある
（2）これを文献［6］で「タイルの委員会モデル」として論じたのは正確ではない。もつ
　とも，BV関数の展開においてタイルが大きくコミットしていたことについては，著者
　のタイルへの謝辞もあり，またタイルの分析癖が随所に散見されることから疑問の余
　地がない。
（3）たとえば，ブリヅシュ（文献［4コ）の方法によって2次関数型（1）で計測が終って
　いると想定するのである。
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が，効用の個人間比較可能性についてはこれを否定し，むしろこれを逆手に
取って，個人間比較が不可能だからこそ，昨今貿易交渉関連で有名になった
相互主義（reciprocity　principle）タイプの倫理基準に依拠した政治的介入の
ための余地をそこに求めて先ずアロー問題を解決し，次に最新の社会的厚生
関数型厚生経済学の土俵に登ろうというものであることがやがて分かるだろ
う。
　こうした再転型の個人関数としてしばしぼ利用されるのは
　wi　（x）　＝ki’　x十　（1／2）　x’　Kix，　（i＝1，．．．，　N）　（1）
という2次選好関数である。ただし，kiは1次項の定数係数を要素とする
n次列ベクトル，K，は2次形式の負定値で対称なn次定数係数行列である。
なお，x’は行列xの転置行列を表し，以後同様とする。
　かくて，各委員の最適化の方向はWi（x）の最大化である。単山型を仮定
したため，この最大問題の解は単一である。2次関数による例説を続けるこ
とにすれば，Wi（x）の無制約最大化は目標値を
　x＝x‘＝’Kiik”　（i＝1，一”　N）　（2）
にセットすることによって達成される。解xiは第i委員の個人的最適（in－
dividual　Qptimum）という。そのとき，当該委員にとっての最高選好水準が
　wi　（x‘）　＝一　（1／2）　ki’　Ki－ik”　（i＝1”．．，　N）
となることは明かである。
　xがxiに等しくない一般の場合には，第i委員に個人的ロス（individual
loss）が発生する。これを：L、（x）と表すことにしよう。すなわち，
　Li　（x）　＝wi　（x’）　一wi　（x）　）一〇，　（i＝1，．．．，　N）　（3）
であり，第i委員が個人的最適を達成できない度合をあらわす。2次関数例
では次のようになる，
　Li　（x）　＝一　（1／2）　（x－xi）　’　Ki　（x－x’），　（i　＝＝　！，．．．，　N）
　Wi（X）と］L，（X）は第i委員の個人的選好を表す機能において同一メ
ダルの表裏の関係にある（4）。明記した通り，L，（x）は定義によって非負で
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ある。すなわち，ただ1点x＝x歪において下限0になるほかはすべて正値
をとるが，一方のWi（X）はX＝X’だけで最大値Wi（X’）を達成し，そ
れを外すとより低くなる，といった具合である。したがって，以下では，選
好関数としてはロス関数を用いて個人的選好の社会化が論じられることにな
る。そうした方が関数の値域が非負象限に明確に限定されて議論がわかり易
くなるからである。
　さて，こうしたN人の委員から成る委員会の選好関数の構成としては
　Ls　（d，　x）　＝£i＝＝i一．NdiLi　（x）　（4）
と設定するのが単純明解，かつ自然である。これを社会的ロス関数（social
ioss　functlon）という。ここにdi（i＝1，．，．rN）は個人的ロス関数の1
次結合の係数である。数学的にはそうであるが，社会的には策定委員会にお
ける各委員の相対的重要度を評価した結果と見なさざるをえない。したがっ
て
　d，＞O，　（i　＝1，．．．，　N）　（5）
としなければならな：いことは自明であろう。di＝0は第i委員を社会的に
無視することであり，いわんやdi＜oは第i委員を害虫啓することを意味
するからである。
　（4）において社会関数Lsはdとxとの関数である。：Lsをdの関数と
見なしたものがアP一関数であり（5｝，dの妥当な決定如何を問うのがアロー
の問題であり，これに解がないというのがア白一の不可能性定理（impossi－
bility　theorem）である。一方，　L　sをxの関数と見立てたのがバーグソン関
数であり，これを最適（ここでは最小）にするxを求める通常の数理計画問
（4）このように最大化を最小化に切り替えて分析するのがタイルの癖である。
（5）LsはN個のL，を経由してxへ依存するが，このL，がどのようにLsに結び付くか
　を決めるのがdでるから，結局はLsがxの汎関数になっていることがわかる。
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題が中心となる理論，これがいわゆる厚生経済学の社会厚生関数型アプロー
チと格付けることができよう。明らかに，アロー問題の解決が先立たなけれ
ばならない。
　ところで，Wi（x）が第i委員の選好関数なら，　aiとbl（＞0）を任意
定数とするa、＋biW，（X）もそうであると仮定したこと想起しよう。そう
であるなら，L、（x）とbi：L、（x）とは，これまた同値となるはずであ
る。このbiは正値であれば任意に選んでよいのだから，その選択を個人の
社会的評価係数diの決定に委ねることにしても一向に差し支えがないのは
明かである。
　かくして，究極的問題はN個のd、をどのように決定するのが合理的ない
し最：適か，ということとなる。その意味は，社会（委員会）は個人（委員）
の集合であるのだから，社会（委員会）の選好関数も個々の社会構成員（委
員）の個人的選好関数を集計することによって形成されなければならない
が，どのように集計するのが妥当か，ということに尽きる。
　この問題を考えるに当たってのポイントは，任意の委員が自分の個人的最
適を利己的に押し通すなら，他のすべての委員に，多少の差はあれ，個人的
ロスが発生する形で迷惑が及ぶのは必定という当然の帰結を認識することで
ある。たとえぽ，第j委員の個人的最適xjが委員会の最適として選択され
たとき第i委員が被るロスは：Li（xj）であり，逆に第i委員の最適xiが選
ばれたことによる第j委員の被害はLj（xi）となる。このようなPスは，
さしあたりN（N－1）種類も定義でき，これらを行列表示すれば，現存す
るN人の個人相互間の社会経済的利害関係のあり方を定性的・定量的に明示
することができて重宝至極である。
　ところで，この行列表示のために，個人的ロスの表記を
　Li（x」）＝L目，（i，」＝＝1，＿，　N；i≠」）
と簡単にすれぽ，個人的ロス行列は
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［L，j］　＝＝
O，　L，，　・・．L，．
L，，，　O　…　　1，　，．
L．，，　L．，　・・．　O
IO （6）
という特殊な非負行列となる。すべての対角要素L，，＝Oに対してすべての
非対角要素L，，＞0と整然たる符号の分離が見られるから特殊なのである。
ここで，Lii＝0は第i委員の個人的最適が社会的最適として採択されたた
めに当該委員だけはロスがなくなっているという意味である。
　個人的戸ス行列の各行にはN個ある個人的最適が順番に社会的最適として
採択されたときの個人的ロスが委員別に行儀良く並べられている。この各
行．たとえば第i委員分である第i行の全要素に第i委員に対する社会的評
価係数としての一定の任意正定数d、を掛け合わせて調整しても，そうする
ことによって第i委員の個人的選好順序が変わることはないのは既述した通
りである。つまり，
　　　　　　　　　［∴：∵讃唱∴
　［d，L，，］　＝：1　・　・　…　　　・　llO　（7）
　　　　　　　　　d．L．，，　d．L．，　．・・　O
としても，この各行の要素間の大小順序は［L，j］のそれと同一との意味
で，個人的選好関係の内容に関する限り，不変である。
　［d，L，j］は，いわぽ「社会的調整後個人的ロス行列」である。［L，j］
は，そうすると「社会的調整前個人的ロス行列」とでもいうべきか。
　問題のエッセンスは，社会的評価ベクトル［dエ，…　　，dN］をいかに
決定するのが妥当（appropriate）か，ということに帰する。最も無難な妥当
性のベースは「公平」（fair）であろう。
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　議論を見通しやすくするために，最：も簡単な：N・・　2，つまり2人委員会の
ケースから考察し始めることにしよう。その社会的調整後ロス行列は（7）
の中の左上の2次小行列となる。この場合の公平な社会的評価とは
　d，L，，＝d，IJ，，，　．’．　d，／d，＝L，，／L，，　（8）
が成立するようにd，とd2の比を決定することである。すなわち，第1委員
が自分の最適を第2委員に押し付けることによって第2委員に及ぼすロスが
逆に第2委員の最適を受け入れることによって第1委員が被るロスに等しく
なるように評価係数を動かすことで社会的に調整するのである。
　これは相互主義的調整法とでも呼ぶことができよう。
　この方法に対応する社会的選好関数が
　Ls　（x）　＝L，，L，　（x）　十L，，L，　（x）　（9）
となることは明かだろう。その意味は，2人社会の社会的選好関数は個人的
関数をその個人の利得が原因でライバルに及ぶ損失でもって加重し，合計す
ればよいということである。
［3］アドホック基準
　以上の相互主義的方法の形式的特徴はもともとは非対称なロス行列を評価
係数で調整して対称化するということにある。これが適用できるのは2人社
会に限られることは，構成員数がN（＞2）人の一般ケースに戻って考えれ
ば直ちにわかる。すなわち，社会的調整後ロス行列［d、：L、j］を一見して，
これが対称ということは
　d，L，，＝：d，L，．　（i，　j　＝＝　1，．．”　N；　i　”E　j）　（10）
が成立することである。これは（N－1）個の比率di／djを未知数とする連
立方程式であるが，方程式数はN（N－1）／2もあるから，N≧3では完全
な過剰決定系になってしまうことが明かである。
　こうして，以上の対称行列方式は一般には通用しないことが判明した。そ
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の対策としてボガード＆パースリユースが提案するのは，完全な対称化が不
可能なら不完全なそれでという極めてプラグマチックなものである。すなわ
ち，N個の行の和と対応する列の和が等しくなるようにdi／diを決定する
というアドホックなアプローチがそれである。具体的には，（10）の両辺を
集計して
　£j”i‘一NdiLij＝£i一一i一一NdjLji，　（i　＝＝1，…　，　N）　（11）
となるように比率di／diを決定するのである。
　これを要するに，任意の2個人の相互に掛け合う迷惑（Pス）を，このよ
うに組合わされたペアごとに均等化するのでなく，任意の1個人が全ての他
者に掛ける迷惑の合計が，逆に当該個人が全ての他者から被る迷惑の合計に
均等化するように係数dで調整するというわけである。
　いま少し熟考してみれば，これは，N人もいる個人を任意の1人の「自
己」と残余の「他人」とに区分し，．他人を一括して1人と考えることによっ
て前節［2］の相互主義的に対角化可能な2人ケースに近似させようとする
考え方にほかならないことがわかる。
　ともあれ，（11）を行列表示してみると，連立方程式の構造は次のように
なる⑥，すなわち
一£L，，，　L，，　．・．　L．1
　1L，，　，一ZL，j　・．・　L．，
［L　IN　，　L2N．．・一 窒P［JNj
d＝O （12）
ここで，dはd、を成分とするN次列ベクトルである。
（6）文献［6］p，186における誤りは式（12）をもって次節の（しかし制約条件がない）最
　小2乗問題｛ΣΣi，j（diLi」一d」Lji）2一→最小｝に対応する正規方程式と誤認した
　ことである。
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　問題は（12）にdに関して正値解があるかどうかである。なければ，この
方法は単なる画餅に帰すからである。ボガード＆バースリユースの次の2定
理がそのような解の存在を保証してくれる（7）。すなわち，
　定理1　［Lij］がすべての対角要素＝0，すべての非対角要素＞0なる
　　　　N次行列であるならば，（12）は正値解のみを持つ。
　定理2　定理1の条件下では（12）の任意の2解dとd＊とは1次従属で
　　　　ある。
　まず，定理1は，提案通りの手順を踏めば1つでもdi＜0となる解はあ
り得ないとの意味において当該手法が合理的であることを，また定理2は解
が比率としては単一であるから，それが複数あって選択に迷うようなことが
ないとの意味でこの決定方式は有効に機能することを各々保証しているので
ある。
［4］最ノ」、2乗基準
　L、j＞：Ljiのとき，すなわち第j個人の最適の実現に起因する第i個人の
ロスが第i個人の最適化から派生する第」個人のロスより大きいときは，個
人iのベストを実現するのが社会的に得策であるように見える。無くなるロ
スの方が発生するロスより大きいので社会的にプラスと映るからである。し
かし，これは，個人間の効用比較可能性を導入するにしても，2個人i，j
の効用を1：1で換算するという最もプリミティブなベンサム・ピグー型の
社会的効用関数を持ち込むことを意味し，容認し難いことは無論である。ラ
イバル関係にある2個人i，jが相手に起因して自分に及んだロスを専ら主
観的に評価して申告するのをそのまま社会が承認するようなら，cm単位で
計っていたのを㎜単位に切り替えて数字を膨らます方式で効用関数をインフ
（7）ボガード＆ヴァースリユースの証明論議（文献［3コpp．　277～8）の紹介は省く。
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レートし，要するにオーバーに声高く申し立てる方が勝つに決まっているか
らである。
　こうしたことを回避するためには個人的関数の社会的評価をもっと洗練す
る必要である。そのために先ずなさねばならないことはし，」とLjiの大小比
較は無意味であること，両者は，一方が最適なら，それと裏腹に他方は最適
でない状況を強要されているという意味で，どの個人的最適も相手の機会費
用になっているのだから，トレード・オフの関係にあることを認識した上
で，：LijとL，、が社会的評価において無差別となるように2人の個人的効用
の換算比率をきめる，換言すれば限界代替率が比率Lij／L」、に等しくなる
ように社会的無差別曲線の傾きを決めること，つまり（10）が成り立つよう
にdi／djを決定することである。
　こうした手順をあらゆる2人組に対して施して最：終的に社会的選好関数
（4）に到達するというのがこの方法の理想型であるが，それが論理的に不
可能なために前節のような，いわばアドホックなアプローチが次善の策とし
て工夫されたのであった。しかし，次善の策は何もこれだけに限ったわけで
はない。すなわち，要は，社会的調整後ロス行列の対称化が論理的に不可能
なとき，直ちに（11）に逃避するのではなく，正確な対称化が不可能なら近
似的にできればよしとする実用主義的アブP一チである。
　近似の手法は，無論，次のような条件付き最小2乗法である。すなわち，
　ΣΣ，，i（di：LirdjLji）2→最／」・，
　　制約　Σ，di＝1，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
　　　　　d，＞O，　（i＝！，．．．，　N）
という2次計画問題を解けばよい。この問題のラグランジュ関数は
　ΣΣi，j（di工、ij－djLji）2十λ（1一Σidi），
である。ここに，λはラグランジュ乗数。これに対するターン・タッカー条
件は，i＝全成分が1のN次元列ベクトル，として次の通りになる，すなわ
?
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　　ZL，j2　，　一L2，L，2　．・・一L．iLIN
　　－L12L21，　£L2j2　．．．一LN2L2N
　　　　・　・　…　　　・　ld＝A・i　（14）
　　一LINL．1，　一L2NL．，　・・．　2L．j2
　Z，d，＝1，　d＞O
　この条件システムにおけるロス行列は完全対称になっている点に注意しよ
う。したがって，これを解くことにより個人間の相互主義的限界代替率に最
も近似した社会的評価係数を決定することができる。
　　［5］結　　　び
　この最小2乗アブP一チと［3コ節のアドホヅク法を比較すれぽ，共に近
似である点は同じであるが，1個人とペアを組む他の個人がマクロ的に一括
されてしまうアドホック法に対して，ここではあくまで個人間の1対1対応
が図られるから，いわばより肌理細かい近似に到達できると考えられる。
　なお，この最小2乗アブP一チは，ボガード＆ヴァースリユースが［3］
節のアドホック法を主要とし，これに代わり得る「社会的に最適な意思決定
のための代替基準」の一つとして付録で副次的に，いわば継子扱いしている
ものである。その理由として挙げているのは，アドホック法が常に正値解d
＞0を算出するのに対して最小2乗法は必ずしもそうではないとの意味で，
実践的有効性においてアドホック法に劣るきらいがあるということのようで
ある。しかし，注意しなければならないのは，その際，制限条件としてΣ、
di＝1ではなく，
　£，d，2＝＝　1　（8）
（8）この制約を用いる理由は，問題を固有値問題に還元して解こ．うとするからである。
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を課していることである。これは，明らかに，d、＜0を許容するものである
から，そうなるのも当然である。
　今日では2次計画解法もソフト面で充実してきており，最小2乗アブP一
チが計算面においていまだにネックを抱えているとは思われない。したがっ
て，先ずこの方法で解いてみて，解がないときにアドホック法で対応するの
が順当というものだろう。
　いずれにせよ，dが確定すれば，社会的選好関数はバーグソン型関数と
なって確定するから，政策策定は実践段階に入ることができるのである。
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